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生産者はしばしば,多 数の競争的販売業者に財の販売を委ねるのではなく.

自らが販売会社を設立 したり,1人 の販売業者に一一手販売権を与えたりした上

で販売を委託 している。一・例 として,我 が国では海外からの輸入品の販売に際

して,多 くの場合,総 代理店制が用いられている。我が国の商取引慣行を必ず

しも熟知していない海外の生産者にとって,国 内の業者に販売を委ねた方が 日

本市場への参入費用を軽減できよう。 しか しながら,利 潤最大化を行動目的と

する独占的販売業者は小売価格を高めに設定する。そのため販売量は少なくな

り,出 荷価格を所与 とすれば生産者の利潤は減少しよう。にもかかわ らず,な

ぜ生産者は販売業者に一手販売権を付与するのか?そ の理由の1つ は,彼 に

たいして販売促進活動(費 用削減投資)へ の誘因を与えるためである。

財の販売促進には,広 告や評判の確立をはじめとする投資が必要である。広

告によって多 くの消費者が商品の属性を知れば,販 売員による商品説明は不要

となるし,高 い評判が確立された後には販売費用は軽減されよう"。その意味

で,こ の種の販売促進活動は費用削減投資 として捉えることができる.,仮 に同

質財を扱う複数の業者間で競争が行われる場合,彼 らが(外 部効果をともな

う)販 売促進活動を積極的に行うとはかぎらない。その結果,販 売量は増えず,

生産者の利潤も少なくなる,,こ のことを回避するために,生 産者は販売業者に

1)評 判の役割についてはShはpiro[1982],[19灘1を参照のこと,、
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ある程度の独占力を付与しようとするのである2:1。

このことは,生 産段階では 「競争的生産者の方が独占的生産者よりも費用削

減投資にたいする多 くの誘因を持つ」というAmw[1962]の 主張と対照的で

ある。彼によれば,独 占の状況では販売量が少ないために,研 究開発(技 術革

新)投 資の費用削減効果も小さいし,ま た投資前の利益が多いために,独 占的

生産者の投資から利益 もそれほど多くはならないというreplacementeffectも

働 く。それゆえ,独 占的生産者は必ずしも積極的な投資を行わないことになる。

これにたいして,競 争的生産者の投資前の利益はゼロであるから,投 資からの

利益は独占の場合よりも多 くなる。

他面,独 占的生産者 と垂直的取引関係にある販売業者を想定すれば,販 売業

者が独占的であるか否かにかかわらず,チ ャネルリーダーである生産者が設定

する供給量には大きな差はない し,生 産者が適切なフランチャイズ料を設定 し

ていれば、投資前の独占的販売業者の利潤もそれほど多くは存い。 この状況で

は,Demsetz[1969]が 示唆 したように,販 売業者の投資への誘因は独占の方

が競争的な場合よりも大きくなる。

本稿の構成は次のとお りである。まず次節では。Arrow[1962]に 依拠 しつ

つ,競 争的生産者の方が独占的生産者よりも費用削減投資にたいする多くの誘

閃を持つ ことを説明する。第皿節 と第IV節では,生 産者と販売業者 とから構成

されるチャネルを想定 し,独 占的販売業者 と競争的販売業者の費用削減投資に

ついて検討する。その上で,第V節 では,独 占的販売業者の方が競争的販売業

者よりも費用削減投資への誘因を持つことを示す。最後の第ヤ1節では,簡 単な

要約の後に,経 験的含意について述べる。

2)生 産者が販売業 者1こ独 占力 を付与 しようとする もう1つ の理 由は.戦 略 的分離であ る。生産者

はチ ャネル間の競争 を緩和す るため に販売業者を分離する・、この競争緩和効果 は,販 売業者 の価

格支 配力が強 い ほど大 き くなる.こ の 点につい てはIBonamoalldVlckers[19881やReyand

Sdglitz[1988]を 参照の こと。
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11生 産 段階 での費用削減投資

市場 の(逆)需 要 関数 を

ρニα一勿(1)

とす る。 ここで ρは小売 価格,4は 販 売量,α および ゐはパ ラメー タであ る。

この財 の限界生産費用 は研 究開発(費 用 削減)投 資 歪に依存 し,

o(∫)=`。一 ゴ(2-1)

と表 される。 ここで,6。 は費用削減投資 を行わない(鍔0)と きの限界生産費

用で ある。 また,投 資の費用 を

9(∫)=・渉ガ2/2+κ(2-2)

とす る。 ここで,ん は投資の固定的費用,'は パ ラメー タで ある。

1独 占的生産者

い ま独占的生産者 を想定 し,彼 は自 らの利潤

π=ψ 一`)9一'歪2/2一 κニ(α一δ9一`。+の4一'ガ2/2一 κ(3)

を 最 大 にす るように,投 資量 診と生産量gと を決め るとす る。上式 の極大化 の

1階 条件 は

∂π/∂〈1;α一2か(7一`o十歪=0

∂π/∂ぎ=4一'ゴニO

で あ り,ま た2階 条件 は

2δf-1>0(4)

で 与 え られ る。以下では,こ の条件 が成立 してい る ものとす る。 この とき,利

潤最大化投資量お よび生産量は,そ れぞれ

〆=(α 一c。)/(2δ!一1)(5-1)

〆=∫(α 一`。)/(2加 一1)(5-2)

と な る,こ こで上付 〃 は独占を表す 。また,小 売価 格お よび生 産者 の利潤 は

ρ"=1(6卜1)α+わf6。]/(2わ'一1)(5-3〉
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π"='(σ 一6。)2/2(2酵 一1)一 κ(5-4)

と計 算 される。 この際留意すべ きこ とは,(5-3)式 よ り.仮 に 醒<1な らば,

需 要 のパ ラメー タαの上昇が小売 価格 ρの下落 を導 くとい う ことであ る。 こ

の こ との 背景 には,次 の よ うな事 情 が あ る。(逆)需 要 曲線 の 上方 シフ ト

(伽>0)は,価 格 を一定 とすれば販売量 を増加 させ る。 そのため.費 用 削減

効 果が 大 き くな り,投 資 が増 える(4〃4α=1/(2δ'一1)〉0)結 果,限 界生 産

費用`が 低 下す る(46/4α=一 〃4σ<0)。 こ こで,線 形 の(逆)需 要関数 の

もとでの独 占価格が ρ=(α+`)/2と な ることに留意すれば,

4ρ/4σ=(1+〃4α)/2一 κ=(1-1/(2わ'一1))/2

=(δ'一1)/(2配 一1)

を得 る。すなわち,α の上昇 は直接 的 には ρの上昇 を導 くが,投 資 による費用

削減 とい う間接 的な効 果 も働 くのであ る。 それ ゆえ,('が 低 い とい う意 味で〉

投資 にそれ ほど費用がかか らず,か つ(わ が小さい とい う意味で)費 用 の削減

に もとづ く価格の低 下が販売量 を大 き く増加させ る状況 では,後 者 の間接 的効

果が 大き くな り,価 格が下が る ことにな る。

2競 争的生産者

市場 には多数の生産者 がお り,単 純化のため に,そ の内の1人 が費用 削減投

資 を行 うもの とす る。利 潤最大化 を 日的 とす る生産者の意思決定問題 は

NIaxπ=(ρ 一6)4一 廊2/2一 κ=(α 一わσ一〇〇十診)9一あ2/2一 ん,

S.t.9≧(召 一6。)/δ,W.r.t.σan(h

と定 式化 され る,,こ こで制約 条件 は,小 売価格 を限界生産 費用o。 よ りも高 く

は設 定で きない ことを意昧 してい る3),,制 約 条件式 にともなう ラグ ランジェの

未定乗 数を λとし,ラ グラン ジェ式

L=(α 一勿一6。+歪)σ一'ゴ2/2一λ[(α一〇。)/δ一σ1

を構成すれば,極 大 化条件 と して

3)♪ ニα一勿≦c、⇒ σ≧(o一砺)/,わであるひ
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∂L/∂9ニ α一2ゐ9-Oo十 ガ十λ=0

∂L/∂ゴ』・4一云ぎニ0

∂L/∂λ=一[(σ 一6。)/δ一gl≧0λ(∂L/∂ λ)=Oan(1λ ≧0

を得 る。

い ま仮に λ>0と すれ ば,こ の生産者 にとっての最適解 は

ガc=(α一`。)/配(6-1)

4c=(α 一`。)/δ(6-2)

λo=(α 一`。〉(ゐト1)/わ'(6-3)

で 与 え られ る。 こ こで.上 付Cは 競争 を表す。 また,λ ≧0で あ るた め には

配≧1で なけれ ばならない。 このとき.彼 の利潤 は

π%c〉 ニ∫9-f〃2ニ(α 一6。)2/2'わ2一κ(6-4)

と計 算 され る、、こ こで留 意すべ きこ とは,∫ が高 けれ ば費用 削減投 資 は少 な く

なるとい うことで ある。その上 δが大 きければ,費 用削減によって価格 を下げ

た として も販売量 は大 き くは増加 しない。 したが って 玩≧1の 場 合,生 産者

は多 くの投資 を行 わない ことになる。 この状況で,彼 は1人 で財 を供給す るが.

ラ イバ ルとの競 争 ゆえに,価 格 を(ラ イバ ル生産者 の限界費用)`。 に設定 せ

ざるを得 ないので あ る。

逆 に 酵<1の 場合 には λ=0で あ り,こ の ときの最適解は

〆=(召 一〇。)/(2玩一1)(7-1)

gc='(θ 一6。)/(2玩 一1)(7-2)

で 与 えられ,生 産者 の利潤 は

π%c)二 渉(α一6u)2/2(2ゐ'一1)一 κ(7-3)

と計 算され る。 この場 合には,ド ラステ ィックな費用削減効 果ゆえに,投 資後

の生産者は独 占 とな るか ら,利 潤 も(5-4)式 で与 えられた独 占利潤 と一致す る。

3投 資の比較

これまでの議論を踏 まえて, 独占的生産者と競争的生産者のいずれが費用削
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減投 資にたいする誘 因を持つか を検討す る。 この際留意すべ きことはまず第1

に,尻<1の 場 合 には

歪c=(α 一`。)/(2配 一1)=∫"(8-1)

が成 立 してい るとい うことであ る。 この場 合には,ド ラステ ィ ックな費用削減

効果によ って,投 資後 の生産者 は独占 となってお り,そ の結果,生 産量お よび

小売価 格 も独 占の場合 と一致 してい る(グ=〆 および が ニρκ)。逆 に,玩 ≧1

の場 合には

∫cニ(α一`。)/加>(α 一`。)/(2配 一1)=〆(8-2〉

が成立す る。 この ときには,競 争的な場合 の方 が多 くの投資 を行 う し,独 占の

場合 と比べ て生産量 は多 く,小 売価格 は低 くなる(プ>〆 お よび が<〆)。

また,独 占的生産者が投 資 を行わ ない ときの利潤 は πM(fニ0)=(α 一6。)2/肋

で あ るか ら、彼 の投資か らの利得は

∠玉甜=π 甜(∫M〉一πM(ゴニ0)=(α 一`o)2/4ひ(2δ'一1)一 κ(9-1)

と計 算 され る。他 方,競 争的生産 者の投資前 の利潤 はゼ ロであ るか ら,配<1

の と きの投資か らの利得 は,replacementeffectゆ え に

4cニ πc(∫c)一〇='(8-60)2/2(2玩 一1)一 左=πM(∫M)>4"(9-2)

とな る。 また 尻≧1の 場合 には,投 資か らの利得 は

ムc=πc(ぎc)一 〇=(α 一〇〇)2/2め2一ん(9-3)

と計 算 される。 この ときで も,旗>1)>2/3で あ るか ら,

∠玉c一∠1"==(α一60〉2/2渉わ2一(α一60)2/4わ(2～躍一1)

=・(3Z)'一2)(α一〇〇)2/4♂～》2(2わオー1)>0(9一 一4)

が 導 かれ る。す なわち,費 用削減投 資か らの利得 は,Arrow[1962]が 述 べ た

よ うに,競 争 的状況 の方 が独 占的状 況 よ りも多 くな る。 こ こで仮 に ∠1M<左

くバ であれば,競 争的生産者 は費用削減投資 を行 うが,独 占的生産者 は行わ

ない ことにな る。
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m独 占的販売業者の費用削減投資

この節では,生 産者が独占的販売業者を介 して財を販売するという状況を想 .

定 し,販 売業者の費用削減投資について検討する。販売段階でのこの種の投資

の例 として,広 告や評判の確立がある、,広告によって多 くの消費者が商品の属

性を知れば,販 売員による商品説明は不要 となるし,高 い評判が確立された後

には,財1単 位あた りの販売費用は軽減されよう。また,特 約店制をは じめと

する流通チャネルの整備によっても,販 売費用は削減されよう。以下では.費

用削減投資1に よって,財1単 位あた りの販売費用を

魏(D=粥o-1(10-1)

へ と軽減できるものとす る。ここで,規 。は投資を行わない場合の財1単 位あ

た りの販売費用である、,また投資費用を

G(D=T12/2十 κ(10-2)

とする。ここで,Tは パラメータ,κ は投資の固定的費用である。

以下では,(1)式 の逆需要関数のもとで,次 のような2段 階ゲームを想定す

る。まず第1段 階では,生 産者が出荷価格 とフランチャイズ料を設定する。こ

れを受けて第2段 階では,販 売業者が費用削減投資量と注文量を設定する。以

下では,こ のゲームの均衡について検討する、、

1投 資が観察可能な場合

独 占的販 売業 者は,生 産者 が設定 した出荷価 格 γとフ ランチ ャイズ料Fを

所与 と して.自 らの利潤 を最 大にす るよ うに注文量gお よび投資量1を 設 定す

る。(1)式 の(逆)需 要関数 の もとで,彼 の意思決定問題 は,

Maxγ ニ(ρ一7一 隅o十ノ)σ一丁12/2-K-F

ニ(α一み9一γ一卿o十 ノ)9-7¥¥2/2� 黹ﾈ一
F,w.r.t.4and

1�ﾆ�闔 ｮ�ｻ�ｳ�黷�4,�B�ｱ�ｱで,2� K��

�4)�ｱ�ﾌ�ﾓ�v��阮竭閧ﾍ,第0-1� ﾟ�ﾅ�沒｢�ｵ�ｽ�ﾆ�闢I�ｶ�Y�ﾒ�ﾌ�ｻ�黷ﾆ�ｯ�ｶ�ﾅ�｠�驕
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2δT-1>0(11)

が 成 立 してい るもの とすれ ば,独 占的販売業者 にとっての最適解 は

1=(σ 一7一 ηZo)/(2わT-1)(12-1)

4=T(α 一7一 翅o)/(2ゐT-1)(12-2)

で 与 えられ る。 また,こ の ときの販売業者の利潤は

γ=T(α 一〆一翅o)2/2(2δT-1)一 κ一F(12-3)

と計算 され る。

この ことを考慮 しつつ,第1段 階 において生産者は,販 売業 者に非負 の利潤

を与 えるとい う制約の もとで,自 らの利潤 を最大 にす るように出荷価 格 γとフ

ラ ンチ ャイズ料Fを 設定す る。 この際生産者 は,第2段 階にお ける販 売業者

の投資行動 を観察で きるものとする。 このような独 占的生産者の意思決定問題は

Maxπ=(7一`)9+F,

s.t.γ=T(α 一7一 翅o)2/2(%T-1)一 κ十F≧0、w.r.t.γandF

と定 式化 され る。 ここで,制 約条件が等号で成立す ることに留意すれ ば,最 適

出荷価格お よび フランチ ャイズ料 は

プ=`(13-1)

F=r=T(召 一6一 御o)2/2(2ゐT-1)一K(13-2)

とな る、、また,こ の ときの投資水準.販 売量,小 売価 格お よび生 産者 の利潤 は

1班二(α一6一 甥o)/(2わT-1)(13-3)

(7"=T(α 一6一 泌o)/(2わT-1)(13-4)

ρ擢=匹(わT-1)α 十わT(`十 勉o)」/(2わT-1)(13-5)

πM=T(α 一〇一"Zo)2/2(2ひT-1)一K(13-6)

と計 算 され るつ。 ここで も わT<1の 場 合 に は.小 売価 格 は αの減 少 関数 と

な ってい る、,一方,販 売量 は αの増加 関数で あ る、,したが って,需 要の パ ラ

5)こ のとき.販 売業者 の利潤はゼ ロであ る。またq3-3)一(13-6)式 は,生 産者が販売業者 を統 合

してい る場合の最適解 であ り・ したが"て く13-6)式で表 され る利潤は・ この生 産者に とって達成

口∫能 な最大の利潤である.、
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メー タ σが大 き くな るとき 販売量 が増 えて価格が下が ることにな る。

フランチャイズ料を徴収できない場合

何 らかの理 由か らフラ ンチ ャイズ料 を徴収で きない状況で も,第2段 階で の

販売業者の行動 はフ ランチ ャイズ料 を徴収す る場合 と同様で あ り,彼 の注文量

お よび投資量 は(12)式 で 与 えられ る。一方,生 産者 の利潤 は

π=(7一`〉4ニT(7-c)(α 一グー御o)/(2わT-1)

で 与 えられる。彼 は,上 式 を最大 にす るように出荷価格 を設定す る もの とす れ

ば,利 潤極大化条件 よ り,最 適 出荷価格 は

γ=(α一2%。+`)/2(14-1〉

と なる。また投 資水準,販 売量,小 売価格,さ らには販売業 者 と生 産者の利 潤

お よびチ ャネルの利潤 は

1"=(α 一`一 矯)/2(2ひT-1)

gM=T(α 一`一 卿o)/2(2δT-1)

〆=[(鋤 丁一2)α+わT(`+勉 。)]/2(%T-1)

yM=T(α 一6一 郷o)2/8(2わT-1)一 κ

πM=T(`z一`一 御o)2/4(2わT-1)

ZM=3T(α 一`一 溺o)2/8(2δT-1)一 κ

(14-2)

(14-3)

(14-4)

(14-5)

(14-6)

(14-7)

と計算 され る。 この状 況では,二 重 マー ジンゆえに出荷価 格お よび小売価 格が,

フ ランチ ャ イズ料 を徴収 す る場合 と比べ て高 くなってお り,販 売量 が少 な く

なってい る。その結果,チ ャネルの利 潤は少 な くなる。

2生 産者が投資行動を観察できない場合

まず は じめに,販 売業者 が費用削減投資 を行わ ない場合 について検討す る。

このときには1=0で あ るか ら,第2段 階における販売業者の利潤 は

γ=(ρ 一7一 矯)9-F=(α 一勿 一γ一卿o)9-F

で 表 され る、、この極大化条件 よ り,最 適 注文量
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9ニ(σ 一7一 卿。)/2わ(15-1)

を求 め ることがで きる。 また,こ の ときの販売 業者 の利 潤は,

y=(α 一7一 翅。)2/4δ一F(15-2)

と言十算され る。

また,第1段 階における独 占的生産者の意思決定 問題 は

Maxπ=(γ 一`)σ十F,

s.t.γ=(α 一7一 卿。)2/4ひ一F≧0,w.r.t .7andF

と定 式化され る。 ここで,制 約条件が等号で成立す る ことに留意すれば,最 適

出荷価 格およびフラ ンチ ャイズ料は

7=`(16-1)

F=γ=(α 一6一 艶π。)2/4ウ(16-2〉

となる。 また,こ のときの販売量 お よび小売価格 は

9ニ(α 一6一 規。)/2わ(16-3)

ρ=(α+c+規 。)/2(16-4)

と言土算 され る。

いま.生 産者は標準 的 な販売費用 挽。を知 ってはい るが,販 売上 の ノウハ ウ

を持 っていないため,第2段 階における販売業者の投資行動を観察で きない も

の とす る61、、この状況で生産者 は,出 荷価 格および フランチ ャイズ料 を(16-1)一

(16-2)式 の水準 に設定す ることになろ う。 この とき,(1)式 の(逆)需 要関数

の もとで の独 占的販売業者の意思決定 は

Maxr=(α 一勿 一`一2πo十1)σ一 丁12/2-K-F,w.r,t,galld1

と定 式化 され る。 この とき,独 占的販売業者 にとっての最適解は

1"=(α 一6一 卿。)/(2わT-1)(17-1)

gM=T(α 一6一 翅o)/(2西 丁一1)(17-2)

6)生 産者が販売業者に財の販売 を委ね るの は,彼 が販売上の ノウハ ウを持っていないか らで ある、

逆 に,ノ ウハ ウを持 っているならば,自 らが販売すればよい。また。販売業者の投資行動 を観察

で きるな らば,生 産者は高いフラ ンチャイズ料 を高 く設定する ことによ って多 くσ)利潤 を得 るこ

ともで きる。、
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で あ り,ま た小売価格 および販売業者の利潤は

ρ醒(1M)=「(わT-1)α 十わT(6十 形o)1/(2わT-1)(17-3)

rw(1醒)ニ(α 一c一 溺o)2/4ウ(2δT-1)一 κ(17-4)

と計 算 され る%こ こで も わT〈1な らば,小 売 価格 は4の 減少関 数 となる。

また彼 は,yPM(1M)>yM(1ニO)の と きにのみ投 資 を行 うことになる。

IV競 争的販売業者の費用削減投資

この節で は,生 産者が競争的販売業者を介 して財を販売す る状況 を想定す る。

単 純化 のために,1人 の販売業者が費用削減投資を行 うもの とす る。(/)式 の

(逆)需 要関数の もとで,彼 の意思決 定問題 は,

Maxγ ニ(α一勿一7一 解o十1)4-T12/2-K-F,

s.t.9≧(α 一〆一規。)/わ

と定式 化され る。 ここで,制 約条件 は ρ≦7+飾 を意味 してい る。 この制約

条件付 き最大化 問題 の解 は,仮 に δT<1の 場 合には,

1=(α 一7一 別。)/(2わT-1)

g=T(α 一7一 甥o)/(2わT-1)

で 与 えられ,こ の ときの販売業者 の利潤 は

7=T(`z-7一 溺o)2/2(2わT-1)一1ぐ 一F

と計 算 される、,この場合 には,投 資後 の販売業者は独占 となるか ら,彼 の利潤

も独 占利潤[(12-3)式]と 一致 してい る。

一方
,ゐT≧1の 場 合の最適解 は

1=(σ 一γ一解o)/みT

σ=(α 一7一 溺o)/δ

で あ り,こ の ときの販売業者 の利潤 は

7)フ ランチ ャイズ料 を徴収で きない場合 には,二 重マー ジンゆえにチ ャネルの販売量 は半減す る,

この時に は費用削減効果 も小さ く,replacemen糎ffe"も 生 じるた め,独 占的販売業者の投資 か

らの利得 も少な くなる。
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γ=(α 一7一 卯¢o)2/2み2T一 κ 一F

と 計 算 さ れ る 。

1販 売業者の投資が観察可能な場合

上述の小売業者 の行動 を考慮 しつつ,第1段 階において生 産者 は,販 売業者

に非負の利潤 を与 える とい う制約の もとで.白 らの利潤 を最大 にす るように出

荷価格7と フラ ンチ ャイ ズ料Fを 設定す る。 まず は じめ に,生 産者 は第2段

階 にお ける販売業者 の投資行 動 を観 察で きる もの と しよ う。 こ こで,わT〈1

の場 合の独 占的生 産者の意思決定問題が,第 皿一1節 で論 じた独 占的販売業者

の場 合 と同 じだ とい うことに留意すれば,フ ランチ ャイズ料 を徴収す る場合 の

解は(13)式 で,ま たフ ランチ ャイズ料 を徴 収 しない場合 の解 は(14)式 で 与 えら

れ ることにな る、、

一方 扉≧1の 場合
,生 産 者の意思 決定問題 は,フ ラ ンチ ャイズ料 を徴 収す

るとすれば

Maxπ;(7一`)σ+F,

s.t.γニ(α一グー"20)2/2ゲT一 κ一F≧0,w.r.t.7andF

と定 式化され る。 ここで,制 約条件が等号 で成立す る ことに留意すれば.生 産

者 にとっての最適 出荷価格 とフランチ ャイズ料 は

プc=[(δT-1)(α 一翅o)十 わTd/(2わT-1)

FC=T(σ 一6一"2。)2/2(2わT-1)2一 κ

となる,,ま た販売量,投 資水準 さらには生 産者 の利潤 は

σc=T(α 一`一 卿o)/(2δT-1)

1c=(8-o一 挽o)/(2ゐT-1)

πcニT(α 一`一 別o)2/2(2わT-1)一 κ

と計 算 される8}。 このときには,販 売業者 に生 じた利得 はフ ランチ ャイズ料 に

よってすべて回収 され るか ら,販 売業者の利潤 はゼロ となる。

8)こ れらの値は販売業者が独占の場合と同じである。
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次 に,フ ラ ン チ ャ イ ズ 料 を 徴 収 で き な い 場 合 に つ い て 検 討 す る,,こ の と き の

生 産 者 利 潤 は

π=(7一`)(σ 一7一 解。)/わ

で あ る か ら.こ の 極 大 化 条 件 よ り,出 荷 価 格 は

γc=(α+ご 一 規。)/2

と な る 。 ま た 販 売 量,投 資 水 準,さ ら に は 販 売 業 者.生 産 者 お よ び チ ャ ネ ル 全

体 の 利 潤 は

4c=(α 一`一 卿。)/2わ

1cニ(α 一`一 ηZo)/2ひT

γcニ(α 一`一 溺o)2/8わ2T一 κ

πcニ(α 一6-2n。)2/4δ

zc=(α 一6一 繊))2(2δT十1)18ゲT-K

と計 算 さ れ る,

2投 資 が観察できない場合

まず は じめに,販 売業者が費用削減投資 を行わ ない(∫=0)場 合 について検

討す る,,こ の状況で は,販 売業者 間の競争 の結果,小 売価格お よび販売量 は

ρ=7+刎o(18-1)

9=(μ 一7一 卿。)/わ(18-2)

とな る。 このとき,販 売業者の利 潤はゼ ロで あるか ら,生 産者は フランチ ャイ

ズ料 を徴収で きない ことにな る、、

このこ とを考慮 しつつ独 占的生産者は,自 らの利潤 を最大 にす るように出荷

価格 を設定す る。 このような彼の意思決定 問題 は

Maxπ=(7-o)9=(7一`)(α 一7一 彫o)/ひ.w.r,t.7

と定 式化 され るか ら,極 大化条件 よ り,出 荷価格 は

グ=(α+c一 吻。)/2(19-1〉

で 与 えられ る。 また,こ の ときの小売価 格および販売量 は
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ρ=(α+6+窺 。)/2(19-2)

9=(α 一6一 別。)/2ひ(19-3)

と 計 算 さ れ る 。

次 に,こ の 販 売 業 者 が 費 用 削 減 投 資 を 行 う場 合 につ い て 検 討 す る 。 こ こで も,

生 産 者 は 販 売 業 者 の 投 資 行 動 を 観 察 で き ず,出 荷 価 格 を(19-1)式 の 水 準 に 設 定

す る も の と す る 。 こ の 状 況 で の 販 売 業 者 の 意 思 決 定 問 題 は

Max"ニ(ρ 一7一 粥o十1)g-T12/2一 瓦

s.t,g≧(α 一`一 郷o)/2ひ,w.r.t,gand1

と 定 式 化 さ れ る 。 こ こで 制 約 条 件 は,小 売 価 格 を7+翅 。 よ り も 高 く設 定 で き

な い こ と を 意 味 し て い る9。 上 式 に(1)式 お よ び(19-1)式 を 代 入 し,制 約 式 に

と もな う ラ グ ラ ン ジ ェ の 未 定 乗 数 を λ とす れ ば,ラ グ ラ ン ジ ェ 式 は

L=((α 一`一 別o)/2一 わg・十1)g-T12/2一 κ 一 λ((α一 σ一 甥o)/2δ 一17)

と 表 現 さ れ る 。 こ の と き,極 大 化 条 件 と し て

∂L/∂9=(α 一6一 魏。)/2-2わ9+1+λ=0(20-1)

∂L/∂1=g-T1ニ0(20-2)

∂L〆∂λ=一((α 一`一 郷。)/%一9)≧0,

λ(∂L/∂ λ)=Oandλ ≧0(20-3)

が 導 か れ る 。

い ま 仮 に λ≧0と す れ ば,最 適 解 は

gc=(α 一6一 郷。)/2ひ(21-1)

1c=(α 一 〇一 ηZo)/2わT(21-2)

λニ(α 一 〇一 鍛。)(わT-1)/2わT≧0.(21-3)

と な る 。 』こ こ で,λ ≧0で あ る た め に は δT≧1で な げ れ ば な ら な い 。 こ の と

き の 小 売 業 者 の 利 潤 は

〃c=(α 一 〇一 溺 。)2/8わ2T一 κ(21-4)

と言十算 さ れ る 、、

9)ρ ニ4一 δ4≦ア+偽 ⇒g≧(α 一アー別e♪)/か=(α一c一耽)/2わ である、
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逆 に,δT<1の 場 合 に は λ=0と な る 。 こ の と き の 最 適 解 は

gc=T(α 一6一 規o)/2(2δT-1)(22-1)

1c=(α 一`一 卿o)/2(2δT-1)(22-2)

で あ り,ま た 販 売 業 者 の 利 潤 は

穿cニT(α 一6一 翅o)2/8(2わT-1)一 κ(22-3)

と言1'算さ れ る 。

V費 用削減投資の比較

この節では,前2節 の議論を踏まえて,独 占的販売業者と競争的販売業者の

いずれが費用削減投資にたいする多くの誘因を持つかを検討する。

1投 資が観察可能な場合

まずはじめに,生 産者が販売業者の投資行動を観察できる場合について検討

する。この際留意すべ きことは,わT<1の 場合には,当 初は販売業者が競争

的であったとしても,ド ラスティックな費用削減効果ゆえに,投 資後は独占的

販売業者として行動するということである。このときには、販売業者が競争的

であっても独占的であっても.第2段 階における販売業者の行動は同 じである

から,第1段 階で生産者が直面する意思決定問題 も同 じになる。 したがって,

販売業者が競争的か独占的か否かに関わらず,フ ランチャイズ料を徴収する場

合 には(13)式,徴 収 しない場合には(14)式 で表される均衡が導かれるiO}。それ

ゆえこの状況では,独 占的であれ競争的であれ,販 売業者の費用削減投資にた

いする誘因 も同 じである。

一方 δT≧1の 場合で も
,フ ランチャイズ料を徴収するのであれば,生 産者

はチャネルに生 じるすべての利得を回収することができる。また,こ のときに

は制約条件が有効であるから,第2段 階での販売業者の注文量はg=(召 一7一

10)ソ ランチ ャイ ズ料 を徴収 しない場合 には,二 重マー ジンが働 くため,販 売 量が 少な くなる。そ

の結 果.投 資量 も減少す る、
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矯)乃,投 資量は1=g/Tと なる。この投資量の設定は,販 売業者が独占的で

あっても同じだ とい うことに留意しよう。この状況で生産者は,出 荷価格を適

切に設定することによって,競 争的販売業者か ら独占的販売業者の場合と同等

の注文量と投資量を引き出すことができる",。このとき,生 産者は統合時と同

額の達成可能な最大の利潤を得ることができるのである。したがって,フ ラン

チャイズ料を徴収するのであれば,扉 ≧1の 場合で も,販 売業者が競争的な場

合の均衡は独占的な場合のそれ と一致するから,い ずれの場合でも,販 売業者

の費用削減投資にたいする誘因は同じである。

一方,フ ランチャイズ料を徴収しない場合には,販 売業者が独占のときの方

が 二重マージンが強 く働 くため,出 荷価格が同じで も販売量は少なくなる。そ

の結果,費 用削減効果が小さくなるため投資 も少なくなる陛 さらに,投 資を

行わない場合で も,独 占的販売業者は多 くの利潤を得ているため,replace-

menteffe(二tも働こう,、したがって,独 占的販売業者の投資への誘因は,競 争的

販売業者 と比べて低 くなる。

2投 資 が観 察不 可 能 な場 合

次 に,生 産 者 が 販 売 業 者 の 投 資 を 観 察 で き な い も の とす る 。 ま ず は じ め に 投

資 水 準 に つ い て 比 較 し て み よ う 。 δT≧1の 場 合 に は,(17-1)式 お よ び(21-2)

式 よ り,

1M=(α 一 〇一 ㎜。)/(2δT-1)>1cニ(α 一 〇一 郷。)/%T(23-1)

と な る 、、ま た δT<1の 場 合 に は.(17-1)式 お よ び(22-2)式 よ り,

1M=(α 一6一"20)/(2δT-1)

111r>1の 場合 には,'7c=[(みT-1)(`1一 挽。)+麗 ヒ]/(2ひT-1)>`ニ 〆 であ る・ この背景 には次

の ような事情があ る,小 売価格 を 汁 訊η。よ りも高 く設定で きないため,出 荷価格 を所与 とすれ

ば,販 売業者の注文量は.競 争 の場合の方が独占の場含 よりも多 くな り,費 用削減投資へ ρ)誘因

も多 くなる。それゆえ,出 荷価格 を下げて誘因 を与え る必要は小さ くなるのである・

12)ひ7>1の 場合 には,

9鯉二丁(`圓 一ンη〔1〉/2(2わT-1)<(σ一`一規u)/2わ=σc

1κニ(α一c一泌o)/2(2わ7一1)く(α 一c一泌`1)/2δTニ∫c
'である
,1
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>1cニ(α 一6ツ 鞠)/2(2δT-1)(23-2)

を得 る。 したが って,い ずれの場合で も,独 占的販売業者 の方が多 くの投資 を

行 ケことは明 らかであ る。

またここで留意すべ きことは.販 売業者が独 占的か競争的か にかかわ らず,

投 資を行わ ない場合の彼の利潤はゼ ロだ とい うことで ある。それゆ え,投 資か

らの利 得は各 々の状 況におけ る利潤その もの となる。 したが って δT≧1の 場

合 には,(17-4〉 式 と(21-4)式 よ り,

"M=(α 一`一 卿o)2/4わ(2δT-1)一K

>ず=(α 一`一 伊π。)2/8ゐ2T一κ>0(24-1)

とな る。 また わT<1の 場 合 には,(17-4)式 お よび(22-4)式 よ り,

ガf=(α 一`一 甥o)2/4δ(2西丁一1)一 κ

>"ぐ=T(Ol一`一 解o)2/4(2δT-1〉 一κ(24-2)

を得 る。すなわち,投 資 か らの利得 は,独 占的 の場合の方が競争 的な場 合よ り

も多 くなるのであ る。 ここで,仮 に 〆>κ>ジ な らば,独 占的販売業 者は投

資 を行 うが.競 争 的販売業者 は行わ ないことになる。

VI結 びに代 えて

本稿 では,チ ャネルにお ける費用削減投資 につ いて検 討 した。Arrow

[1962]が 論 じたように,生 産段階では競争的生産者の方が独占的生産者より

も費用削減投資にたいする多 くの誘因を持つ。しか しながら販売段階では,生

産者が販売業者の投資を観察できない状況では,独 占的販売業者の方が競争的

販売業者よりも費川削減投資にたいする多くの誘因を持つのである。このこと

が,生 産者が白ら販社を設立した り,1人 の販売業者に一手販売権を付与する

理由である。そ して積極的な投資の結果.独 占的販売業者の販売費用が軽減さ

れ,彼 は多 くの財を販売するようになる。このことによって生 じた利益をフラ

ンチャイズ料として回収すれば,生 産者は自らの利潤を増加させることができ

るのである。
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方,フ ランチャイズ料を徴収で きない場合には,二 重マージンゆえに販売

量が減少するため費用削減効果も小さいし.販 売業者の投資前の利潤も多いた

め,replacement(}ffeclも 働こう。その結果,販 売業者の投資への誘因は低 く

なる。この点に関連 して,生 産者が自ら出資 して販売会社を設立するならば,

子会社である販社の利潤は配当などによって生産者に回収されるから,フ ラン

チャイズ料を徴収する必要はない,,

海外の生産者が日本市場へ新たに参入する際には,国 内での販路の整備が必

要となろう。また,評 判の確立 した自国とは異な り,日 本の消費者は当該生産

者の製品について十分な知識を持っているわけではない。それゆえ導入期には,

広告や評判の確立などの販売促進 も重要になる。この状況で,日 本市場におけ

る販売促進上のノウハウを持っていない海外の生産者にとって,国 内の業者に

販売を委ねた方が参入費用を削減で きよう。またこの状況では,海 外の生産者

にとって,国 内の販売業者の投資は必ず しも観察可能ではない。 したがって,

販売業者にたいして(多 くの場合,外 部効果をともなう)販 売促進への誘因を

提供するために,輸 入総代理店制が用いられるのである13ン。

また,販 売業者の費用削減投資を考慮 した場合.(バ ラメータαの増加とい

う意味で)需 要が拡大するとき,販 売量は増えるが小舜価格は低下する。 この

ことは,製 品ライフサイクルの成長期から成熟期にかけて,需 要の拡大にもか

かわ らず,な ぜ小売価格が上昇 しないかを説明するN'。さらに,水 やアイスク

リームなどの価格は需要が拡大する夏期に安 くなるが,こ のことは次のように

説明される。需要が拡大すれば,費 用を負担 しつつ広告を出 してセールを行う

ことが,販 売業者にとって割に合うようになる。 とい うのは,販 売量が多 くな

れば広告費用の補填が容易になるからである。このような広告によって財1単

位あた りの販売費用が低下すれば.販 売業者は低い小売価格を設定することに

13)こ の点についてはFlathandNariu[2()02]お よび成生 ・フラス[2004]を 参照 のこと・

14)導 入期か ら成長期にかけての価 格の低下は.経 験効果に もとづ く生産費用の低下 によ・〕て説明

され よう.も っとも,導 入期に浸 透価格戦略 を採用す る場合 には,移 行期において価格がL昇 す

るか も知れない,、



なる。

あ る。
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この ようなセー ルが頻繁に行 われる結果 ,平 均小売価 格が低 くなるので

【付記】 この研究は、科学研究費(課 題番号M530124)お よび京都大学21世'紀COE

プログラム 「先端経済分析のインターフェイス拠点の形成」から助成を受けた、
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